
５  令和6年度県税の概要

税  目 納税義務者 課    税    標    準    等 税      率 納   期   等

県民税 １．個人

(1)県内に住所を有する

   個人

   ……均等割と所得割

(2)県内に事務所、事業

所又は家屋敷を有す

る個人で当該事務

所、事業所又は家屋

敷を有する市町村内

に住所を有しない個

人

………………均等割

１．均等割

２．所得割

    前年の所得について算定した総所得金

額、退職所得金額及び山林所得金額

＜税額計算順序＞

  所得金額………収入金額－必要経費

    ↓

  課税所得金額…所得金額－所得控除

↓

  算出税額………課税所得金額×税率

    ↓

  所得割額………算出税額－税額控除

＜所得控除＞

●雑損控除…次のいずれか多い金額

  ①（損失額－保険等により補てんされた金

額）－（総所得金額等×1／10）

  ②（災害関連支出の金額－保険等により補

てんされた金額）－ 50,000円

●医療費控除

  （医療費－保険等により補てんされた金

額）－（総所得金額等×5／100 又は 10

万円のいずれか低い額）

限度額200万円

●社会保険料控除………………………全額

●小規模企業共済等掛金控除…………全額

●生命保険料控除……………………………  

次の①から③までの合計額

（限度額70,000円）

①平成24年以降に締結した保険契約等

（新契約）

  生命保険、介護医療保険、個人年金保険

のそれぞれにつき支払った保険料が

12,000円以下  支払った金額

  12,000円を超え32,000円以下  

支払った金額×1/2＋6,000円

  32,000円を超え56,000円以下  

支払った金額×1/4＋14,000円

  56,000円を超える場合  28,000円

②平成23年末以前に締結した保険契約等

              （旧契約）

  生命保険、個人年金保険のそれぞれにつ

き支払った保険料が

  15,000円以下  支払った金額

  15,000円を超え40,000円以下  

支払った金額×1/2＋7,500円

  40,000円を超え70,000円以下  

支払った金額×1/4＋17,500円

  70,000円を超える場合  35,000円

③新契約と旧契約の双方について保険料

控除の適用を受ける場合

  生命保険、個人年金保険のそれぞれにつ

き支払った保険料から、新契約の①によ

り得た額と旧契約の②により得た額と

の合計額（限度額28,000円）

●地震保険料控除………

  ①地震保険契約に係るもの

支払った地震保険料×1/2

限度額25,000円

②長期損害保険契約に係るもの（平成 18

年12月31日までに契約締結したもの）

（支払った保険料のうち5,000円までの

部分の全額）＋（5,000円を超える部分

１．均等割額……1,000円

２．所得割………４％

１．賦課期日

1月1日

２．納期

  市町村民税の納

期と同じ

３．賦課徴収

  市町村が市町

村民税の賦課徴

収と併せて行う

４．徴収方法

普通徴収

  特別徴収



税 目 納税義務者 課 税 標 準 等 税  率 納 期 等

県民税 の金額×1/2）     限度額10,000円

①と②の合計の限度額25,000円

●障害者控除……………………26万円

※特別障害者…………………30万円

※同居特別障害者……………53万円

●寡婦控除………………………26万円

●ひとり親控除…………………30万円

●勤労学生控除…………………26万円

●配偶者控除……………………33万円

               （最高）

※老人配偶者…………………38万円

                              (最高)

●配偶者特別控除………………33万円

                               （最高）

●扶養控除…………１人につき33万円

※特定扶養親族………………45万円

※老人扶養親族………………38万円

※同居老親……………………45万円

・平成24年度から0歳～15歳の控除が廃止さ

れ、16歳～18歳の控除額は33万円

●基礎控除………………………43万円

                               （最高）

＜税額控除＞

●寄附金税額控除………

①地方自治体（都道府県・市区町村）に対

する寄附の場合（ふるさと納税）

アとイの合計額

ア[都道府県・市区町村に対する寄附金額

－2,000円]×4％（市町村民税は6％）

イ[都道府県・市区町村に対する寄附金額

－2,000円]×[90％－0～45％（寄附者に

適用される所得税の限界税率）×1.021]

×2/5（市町村民税は 3/5）（上限：個人

住民税所得割の２割）

②住所地の都道府県共同募金会及び住所

地の日本赤十字社支部に対する寄附の

場合[寄附金額－2,000 円] ×4％（市町

村民税は6％）

③各地方自治体が条例により指定した控

除対象寄附金の場合

ア住所地の都道府県が指定した控除対象

寄附金の場合（県民税から控除）

[寄附金額－2,000円] ×4％

イ住所地の市町村が指定した控除対象寄

附金の場合（市町村民税から控除）

[寄附金額－2,000円] ×6％

控除対象となる寄附金の限度額は①～③

を合わせて総所得金額等の30％



税 目 納税義務者 課 税 標 準 等 税  率 納 期 等

県民税 ２．法人

(1)県内に事務所又は事

業所を有する法人

…均等割と法人税割

(2)県内に寮等を有する

法人で県内に事務所

又は事業所を有しな

い法人

………………均等割

(3)県内に事務所又は事

業所を有し、収益事

業を行っている法人

でない社団又は財団

で管理人の定めのあ

るもの

…均等割と法人税割

１．均等割

資本金等の額

法人税法に規定する資本金等の額に、資

本金又は資本準備金を欠損の填補又は損

失の填補に充てた金額を控除するととも

に、剰余金又は利益準備金を資本金とし

た金額を加算した額

※その額が資本金及び資本準備金の合算

額又は出資金の額に満たない場合は、

資本金及び資本準備金の合算額又は出

資金の額

２．法人税割

法人税額

１．均等割

(1)次に掲げる法人

ア 公共法人及び公益法人等

イ 収益事業を行う人格のない社

団等

ウ 非営利型法人以外の一般社団

法人及び一般財団法人

エ 資本金の額又は出資金の額を

有しない法人（保険業法に規

定する相互会社を除く。）

オ 資本金等の額が 1,000 万円以

下である法人

…………………年額 2万円

(2)資本金等の額が1,000万円を超え

1億円以下の法人

……………… 年額 5万円

(3)資本金等の額が1億円を超え10

億 億円以下の法人

………………年額13万円

(4)資本金等の額が10億円を超え50

億円以下の法人

……………… 年額54万円

(5)資本金等の額が 50 億円を超える

法人 ……………… 年額 80万円

２．法人税割

(1)標準税率……法人税額の1.0％

資本金の額又は出資金の額が 1

億以下の法人（保険業法に規定す

る相互会社を除く）で、かつ、法

人税割の課税標準となる法人税

額が年1千万円以下となる事業年

度分の法人税割

(2)超過税率……法人税額の1.8％

１．納期

(1)確定申告

事業年度終了後

原則として２ヵ

月以内

(2)中間申告

事業年度開始後

原則として６ヵ

月を経過した日

から２ヵ月以内

２．徴収方法

申告納付

３．利子割

県内に所在する金融

機関等の営業所等を

通じて利子等の支払

を受ける者

支払を受けるべき利子等の額

１．課税対象となる利子等

公社債利子、預貯金利子、合同運用信託の

収益の配分、公社債投資信託の収益の分

配、財形貯蓄契約に係る生命保険等の差

益、国外公社債等の利子等、一時払保険等

の差益、懸賞金付預貯金等の懸賞金等（た

だし、H28.1.1 以後に支払を受けるべき特

定公社債等（公募公社債・上場公社債・公

募公社債投資信託の受益権・公募の特定目

的信託の社債的受益権など）の利子は、利

子割の課税対象から外れ、配当割の課税対

象に）

２．非課税の範囲

財産形成住宅貯金に係る利子等、財産形成

年金貯金に係る利子等、寡婦年金受給者や身

体障害者に対する少額預金や少額公債

５％ １．納期

当月分を翌月

10日まで

２．徴収方法

特別徴収



４．配当割

特定配当等の支払い

を受け、支払日現在、

県内に住所のある者

支払いを受ける特定配当等の額

特定配当等･･･上場株式等の配当等、公社

債投資信託以外の証券投資信託で公募に

よるもの（特定株式投資信託を除く。）の

収益の分配に係る配当等（ただし、H28.1.1

以後に支払を受けるべき特定公社債等の

利子及び割引債の償還金（特定口座におい

て支払われるものを除く）に係る差益金額

は、配当割の課税対象に）

２．非課税の範囲

寡婦年金受給者や身体障害者に対する少額

預金や少額公債

５％ １．納期

当月分を翌月

10日まで

ただし、源泉徴収

選択口座内の特定

配当等は当年分を

翌年1月10日まで

２．徴収方法

特別徴収

５．株式等譲渡所得割

源泉徴収口座内にお

ける株式などの譲渡

益等の支払いを受け、

その年の1月1日現在、

県内に住所のある者

源泉徴収口座内の特定株式等譲渡所得金額

特定株式等譲渡所得金額･･･源泉徴収口座

における特定口座内保管上場株式等の譲

渡益

５％ １．納期

当年分を翌年

１月10日まで

２．徴収方法

特別徴収



税 目 納税義務者 課 税 標 準 等 税  率 納 期 等

事業税 １．個人

(1)第１種事業

    物品販売業

    製造業

    請負業等

(2)第２種事業

    畜産業

    水産業等

(3)第３種事業

    医業

    弁護士業等

１．個人

    前年中の事業所得

※年の中途において事業を廃止した

場合は、その１月１日から事業廃

止の日までの所得

＜税額計算＞

  事業所得－（事業主控除＋諸控除）

＝課税対象所得

＜控除種類＞

●事業主控除………………年290万円

●事業専従者控除

  ①青色事業専従者……支払った給与

の額

  ②白色事業専従者

……50万円（配偶者は86万円）か

事業専従者控除前の所得金額÷

（事業専従者数＋１）のいずれか

低い方の額

１．個人

(1)第１種事業…………………５％

(2)第２種事業…………………４％

(3)第３種事業…………………５％

   ただし(4)に掲げるものを除く。

(4)第３種事業のうち、あん摩、マッサージ

等その他の医業に類する事業及び装蹄師

業      ………………３％

１．納期

①第1期

8月15日～31日

②第２期

11月15日～30日

２．徴収方法

  普通徴収

２．法人

事業を行う法人

※人格のない社団等

で収益事業を行う

ものを含む

２．法人

[1]電気供給業のうち小売電気事業等、

発電事業等及び特定卸供給事業を行

う法人

(1)資本金の額又は出資金の額が1億円

を超える普通法人

①収入金額

②付加価値額

③資本金等の額

(2)その他の法人

①収入金額

②所得

[2]電気供給業(小売電気事業等、発電

事業等及び特定卸供給事業を除く)、

導管ガス供給業、保険業、貿易保険業

を行う法人

・収入金額

[3]特定ガス供給業を行う法人

①収入金額

②付加価値額

③資本金等の額

[4]電気供給業、導管ガス供給業、特定

ガス供給業、保険業、貿易保険業以外

の事業を行う法人

(1)資本金の額又は出資金の額が1億円

を超える普通法人

①付加価値額

②資本金等の額

③所得

２．法人

[1]電気供給業のうち小売電気事業等、発電

事業等及び特定卸供給事業を行う法人

(1) 資本金の額又は出資金の額が 1 億円を

超える普通法人

①収入割  …………………0.75％

②付加価値割 …………………0.37％

③資本割   …………………0.15％

(2) その他の法人

①収入割    …………………0.75％

②所得割  …………………1.85％

[2]電気供給業(小売電気事業等、発電事業

等及び特定卸供給事業を除く)、導管ガス

供給業、保険業、貿易保険業を行う法人

・収入割   …………………1.0％

[3]特定ガス供給業を行う法人

①収入割    …………………0.48％

②付加価値割 …………………0.77％

③資本割   …………………0.32％

[4]電気供給業、導管ガス供給業、特定ガス

供給業、保険業、貿易保険業以外の事業を

行う法人

(1) 資本金の額又は出資金の額が 1 億円を

超える普通法人

①付加価値割  …………………1.2％

②資本割    …………………0.5％

③所得割    …………………1.0％

１．納期

(1)確定申告

事業年度終了後

原則として２ヵ

月以内

(2)中間申告

事業年度開始後

原則として６ヵ

月を経過した日

から２ヵ月以内

２．徴収方法

申告納付



(2) その他の法人

・所得

(2) その他の法人

・所得割

i)特別法人

・400万円以下の所得金額

…………………3.5％

・400万円を超える所得金額

…………………4.9％

・３県以上分割法人で資本金又は出資金

が１千万円以上の場合、上記によらず

…………………4.9％

ⅱ)特別法人以外の法人

・400万円以下の所得金額

…………………3.5％

・400万円を超え800万円以下の所得金額     

…………………5.3％

・800万円を超える所得金額

…………………7.0％

・３県以上分割法人で資本金又は出資金

が１千万円以上の場合、上記によらず

…………………7.0％



税  目 納税義務者 課    税    標    準    等 税      率 納   期   等

不動産

取得税

不動産（土地又は家屋）

の取得者

取得時の土地又は家屋の価格

＜免税点＞

①家屋  新築、増築等……１戸23万円未満

        売買、贈与等……１戸12万円未満

②土地の取得……………………10万円未満

＜控除及び減額＞

① 家屋

  ・一定の要件を満たす住宅を新築した場合等で

特例の適用を受けたい旨の申告をしたとき、

その住宅価格から１戸につき１千２百万円

（認定長期優良住宅の場合は１千３百万円）

の控除

  ・耐震基準適合既存住宅を取得した者で一定の

者が特例の適用を受けたい旨の申告をした

とき、その住宅価格から１戸につき新築時期

に応じて控除

新

築

さ

れ

た

時

期

S48.1.1～S50.12.31…………230万円

S51.1.1～S56.6.30………… 350万円

S56.7.1～S60.6.30………… 420万円

S60.7.1～H元.3.31…………450万円

H元.4.1～H9.3.31 ………1,000万円

H9.4.1以降 ………………1,200万円

②土地

  ・土地取得の日から３年以内又は取得の日前１

年の期間内にその土地の上に特例適用住宅

の新築があった場合で減額の適用を受けた

い旨の申告をしたときには、税額から、４万

５千円又は一定の算式により求められる額

のいずれか高い額を減額

  ・土地を取得した者で一定の者が、取得の日か

ら１年以内又は取得の日前１年の期間内に

その土地の上に耐震基準適合既存住宅を取

得した場合等で減額の適用を受けたい旨の

申告をしたときには、税額から、４万５千円

又は一定の算式により求められる額のいず

れか高い額を減額

４％

ただし、住宅及び土地は３％

（H18.4.1～R9.3.31 までの取

得について）

１．納期

納税通知書に

定める日

２．徴収方法

  普通徴収

※宅地及び宅地比準土地の取得が平成 9～令和 9

年3月末までに行われた場合については、課税標

準額が価格の1/2となる。

県たば

こ税

特定販売業者又は卸売

販売業者

売渡等の本数 1,000本につき1,070円

（R3.10.1～1,000本につき

1,070円）

１．納期

  当月分を翌月

末日まで

２．徴収方法

  申告納付

ゴルフ

場利用

税

ゴルフ場の利用者 利用人員 １人１日につき

１級……………1,200円

２級……………1,150円

３級……………1,050円

４級……………  950円

５級……………  850円

６級……………  800円

７級……………  750円

８級……………  650円

９級……………  550円

10級……………  450円

11級……………  400円

12級……………  350円

13級……………  250円

14級……………  200円

１．納期

  当月分を翌月

15日まで

２．徴収方法

  特別徴収



税  目 納税義務者 課 税 標 準 等 税                       率 納   期   等

軽  油

引取税

特約業者又

は元売業者

から軽油の

引取りを行

う者等

(1)現実の納入に係る軽油の数量

(2)石油製品販売業者の混和軽油

の販売及び燃料炭化水素油の

自動車用燃料としての販売量

(3)特別徴収義務者である特約業

者又は元売業者の燃料炭化水

素油の自動車用燃料としての

販売量

(4)自動車の保有者が、炭化水素

油を自動車の内燃機関の燃料

として消費した量

(5)特別徴収義務者が軽油を自ら

消費した量

(6)特別徴収義務者以外の者が軽

油の製造又は輸入をして自ら

消費し、又は他の者に譲渡し

た量

H20.5.1～

１kℓにつき   32,100円

＜免税＞

農業用動力耕うん機、船舶等の動力源に使用する場合等

１．納期

当月分を翌月末

日まで

２．徴収方法

(1)申告納入

(2)～(6)申告納付



税  目 納税義務者 課 税 標 準 等 税                       率 納期等

自動車

税（環境

性能割）

自動車の

取得者

自動車の取

得価額

＜免税点＞

１台につき

50万円

環境性能割の税率は、自動車の燃費性能等に応じて下表のとおりです。（ R6.1.1～R7.3.31）

【乗用車】

対象車両 自 家 用 営 業 用

䨯䩀䩭䩶

車

01 ☆☆☆☆かつ令和 12 年度燃費基準85%達成 かつ

令和２年度燃費基準達成車
非課税 非課税

02 ☆☆☆☆かつ令和12 年度燃費基準80%達成かつ

令和２年度燃費基準達成車
1.0% 非課税

03 ☆☆☆☆かつ令和12 年度燃費基準70%達成かつ

令和２年度燃費基準達成車
2.0% 0.5%

04 ☆☆☆☆かつ令和12 年度燃費基準60%達成かつ

令和２年度燃費基準達成車
3.0% 1.0%

05 01～04 に該当しないもの 3.0% 2.0%

䫊䫎䫅

車

06 ☆☆☆☆かつ令和12 年度燃費基準85%達成かつ

令和２年度燃費基準達成車
非課税 非課税

07 ☆☆☆☆かつ令和12 年度燃費基準80%達成かつ

令和２年度燃費基準達成車
1.0% 非課税

08 ☆☆☆☆かつ令和12 年度燃費基準70%達成かつ

令和２年度燃費基準達成車
2.0% 0.5%

09 ☆☆☆☆かつ令和12 年度燃費基準60%達成かつ

令和２年度燃費基準達成車
3.0% 1.0%

10 06～09 に該当しないもの 3.0% 2.0%

䩊䨦䩻䨿䩮

車

11 平成30 年排ガス基準適合又は平成21 年排ガス基準適合かつ

令和12 年度燃費基準85%達成かつ令和２年度燃費基準達成車
非課税 非課税

12 平成30 年排ガス基準適合又は平成21 年排ガス基準適合かつ

令和12 年度燃費基準80%達成かつ令和２年度燃費基準達成車
1.0% 非課税

13 平成30 年排ガス基準適合又は平成21 年排ガス基準適合かつ

令和12 年度燃費基準70%達成かつ令和２年度燃費基準達成車
2.0% 0.5%

14 平成30 年排ガス基準適合又は平成21 年排ガス基準適合かつ

令和12 年度燃費基準60%達成かつ令和２年度燃費基準達成車
3.0% 1.0%

15 11～14 に該当しないもの 3.0% 2.0%

【2.5t 以下のトラック】

対象車両 自 家 用 営 業 用

䨯䩀䩭䩶

車

16 ☆☆☆☆かつ令和４年度燃費基準105%達成車 非課税 非課税

17 ☆☆☆☆かつ令和４年度燃費基準達成車 1.0％ 0.5％

18 ☆☆☆☆かつ令和４年度燃費基準95%達成車 2.0％ 1.0％

19 16～18 に該当しないもの 3.0％ 2.0％

【3.5t 以下のバス】

対象車両 自 家 用 営 業 用

䨯䩀䩭䩶

車

20 ☆☆☆☆かつ令和２年度燃費基準105%達成車 非課税 非課税

21 ☆☆☆☆かつ令和２年度燃費基準達成車 1.0％ 0.5％

22 ☆☆☆かつ令和２年度燃費基準110%達成車 非課税 非課税

23 ☆☆☆かつ令和２年度燃費基準105%達成車 1.0％ 0.5％

24 ☆☆☆かつ令和２年度燃費基準達成車 2.0％ 1.0％

䩊䨦䩻䨿䩮

車

25 平成30 年排出ガス基準適合又は平成21 年排出ガス基準10％低減

かつ令和２年度燃費基準105％達成車
非課税 非課税

26 平成30 年排出ガス基準適合又は平成21 年排出ガス基準10％低減

かつ令和２年度燃費基準達成車
1.0％ 0.5％

27 平成21 年排出ガス基準適合かつ令和２年度燃費基準110％達成車 非課税 非課税

28 平成21 年排出ガス基準適合かつ令和２年度燃費基準105％達成車 1.0％ 0.5％

29 平成21 年排出ガス基準適合かつ令和２年度燃費基準達成車 2.0％ 1.0％

30 20～29 に該当しないもの 3.0％ 2.0％

納期

⇒登録の

時

徴収方法

⇒申告

納付

納付方法

⇒証紙

徴収



【2.5t 超3.5t 以下のトラック】

対象車両 自 家 用 営 業 用

䨯䩀䩭䩶

車

31 ☆☆☆☆かつ令和４年度燃費基準達成車 非課税 非課税

32 ☆☆☆☆かつ令和４年度燃費基準95%達成車 1.0％ 0.5％

33 ☆☆☆かつ令和４年度燃費基準105%達成車 非課税 非課税

34 ☆☆☆かつ令和４年度燃費基準達成車 1.0％ 0.5％

35   ☆☆☆かつ令和４年度燃費基準95%達成車 2.0％ 1.0％

䩊䨦䩻䨿䩮

車

36 平成30 年排出ガス基準適合又は平成21 年排出ガス基準10％低減

かつ令和４年度燃費基準達成車
非課税 非課税

37 平成30 年排出ガス基準適合又は平成21 年排出ガス基準10％低減

かつ令和４年度燃費基準95%達成車
1.0％ 0.5％

38 平成21 年排出ガス基準適合かつ令和４年度燃費基準105％達成車 非課税 非課税

39 平成21 年排出ガス基準適合かつ令和４年度燃費基準達成車 1.0％ 0.5％

40 平成21 年排出ガス基準適合かつ令和４年度燃費基準95%達成車 2.0％ 1.0％

41 31～40 に該当しないもの 3.0％ 2.0％

【3.5t 超のバス】

対象車両 自 家 用 営 業 用

䩊䨦䩻䨿䩮

車

42 平成28 年排出ガス基準適合又は平成21 年排出ガス基準

10％低減かつ平成27 年度燃費基準＋15％達成車
非課税 非課税

43 平成28 年排出ガス基準適合又は平成21 年排出ガス基準

10％低減かつ平成27 年度燃費基準＋10％達成車
1.0％ 0.5％

44 平成28 年排出ガス基準適合又は平成21 年排出ガス基準

10％低減かつ平成27 年度燃費基準＋5％達成車
2.0％ 1.0％

45 42～44 に該当しないもの 3.0％ 2.0％

【3.5t 超のトラック】

対象車両 自 家 用 営 業 用

䩊䨦䩻䨿䩮

車

46 平成28 年排出ガス基準適合又は平成21 年排出ガス基準

10％低減かつ平成27 年度燃費基準＋15％達成車
非課税 非課税

47 平成28 年排出ガス基準適合又は平成21 年排出ガス基準

10％低減かつ平成27 年度燃費基準＋10％達成車
1.0％ 0.5％

48 平成28 年排出ガス基準適合又は平成21 年排出ガス基準

10％低減かつ平成27 年度燃費基準＋5％達成車
2.0％ 1.0％

49 46～48 に該当しないもの 3.0％ 2.0％

【その他の自動車】

対象車両 自 家 用 営 業 用

50 電気自動車、天然ガス自動車（平成30 年排出ガス基準適合

（3.5t 以下の自動車）又は平成21 年排出ガス基準10%低減）
非課税 非課税

51 プラグインハイブリッド自動車 非課税 非課税

52 01～51 に該当しないもの 3.0% 2.0%

※☆☆☆☆ 平成30 年排出ガス基準50%低減又は平成17 年排出ガス基準75%低減達成車

☆☆☆ 平成30 年排出ガス基準25%低減又は平成17 年排出ガス基準50%低減達成車



ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ・ＡＳＶ（先進安全自動車）特例

初回新規登録時のみ、次のとおり課税標準額の算定に係る取得価額の一部を控除する。

対象車
軽減内容

新車 中古車

01 ﾉﾝｽﾃｯﾌﾟﾊﾞｽ
1,000 万円控除

（～R7.3.31）

02 ﾘﾌﾄ付きﾊﾞｽ（乗車定員30 人以上の空港アクセスバス）
800 万円控除

（～R7.3.31）

03 ﾘﾌﾄ付きﾊﾞｽ（乗車定員30 人以上）
650 万円控除

（～R7.3.31）

04 ﾘﾌﾄ付きﾊﾞｽ（乗車定員30 人未満）
200 万円控除

（～R7.3.31）

05 ﾕﾆﾊﾞー ｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝﾀｸｼｰ
100 万円控除

（～R7.3.31）

ASV

06 側方衝突警報装置及び衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付

き）搭載車両(車両総重量8t 超のﾄﾗｯｸ（被けん引車を除く）)

350 万円控除

（R5.4.1～R6.4.30）

07 側方衝突警報装置搭載車両（8t 超ﾄﾗｯｸ（被けん引車を除く。））
175 万円控除

（～R6.4.30）

08 衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き）搭載車両（ﾊﾞｽ等）
175 万円控除

（ R5.4.1～R7.3.31）

09 衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き）搭載車両（3.5t 超

ﾄﾗｯｸ（被けん引車を除く。））

175 万円控除

（ R5.4.1～R7.3.31）



税  目 納税義務者 課 税 標 準 等 税                       率 納期等

軽自動車

税（環境

性能割）

軽自動車

の取得者

軽自動車の

取得価額

＜免税点＞

１台につき

50万円

軽自動車税（環境性能割）の税率は、自動車の燃費性能等に応じて下表のとおりです。

（ R6.1.1～R7.3.31）

【乗用車】

対象車両 自 家 用 営 業 用

䨯䩀䩭䩶

車

01 ☆☆☆☆かつ令和12 年度燃費基準80%達成かつ

令和２年度燃費基準達成車
非課税 非課税

02 ☆☆☆☆かつ令和12 年度燃費基準70%達成かつ

令和２年度燃費基準達成車
1.0% 0.5%

03 ☆☆☆☆かつ令和12 年度燃費基準60%達成かつ

令和２年度燃費基準達成車
2.0% 1.0%

04 01～03 に該当しないもの 2.0% 1.0%

【2.5t 以下のトラック】

対象車両 自 家 用 営 業 用

䨯䩀䩭䩶

車

05 ☆☆☆☆かつ令和４年度燃費基準105%達成車 非課税 非課税

06 ☆☆☆☆かつ令和４年度燃費基準達成車 1.0% 0.5%

07 ☆☆☆☆かつ令和４年度燃費基準95%達成車 2.0% 1.0%

08 05～07 に該当しないもの 2.0% 2.0%

【その他の軽自動車】

対象車両 自 家 用 営 業 用

09 電気軽自動車、天然ガス軽自動車（平成30 年排出ガス基準適合

又は平成21 年排出ガス基準10%低減）
非課税 非課税

10 01～09 に該当しないもの 2.0% 2.0%

※☆☆☆☆ 平成30 年排出ガス基準50%低減又は平成17 年排出ガス基準75%低減達成車

☆☆☆ 平成30 年排出ガス基準25%低減又は平成17 年排出ガス基準50%低減達成車

納期

⇒届出の

時

徴収方法

⇒申告納

付

納付方法

⇒証紙徴

収



税  目 納税義務者 課 税 標 準 等 税                       率 納   期   等

自動車税

（種別割）

自動車の所

有者

（所有権留

保付割賦販

売の場合は

使用者）

課税免除等

１．商品であって

  使用しない自

動車  

２．消防専用自動

車、撒水専用自

動車及び救急

専用自動車

３．日本赤十字社

  所有の自動車

で直接本来の

事業の用に供

するもので下

記に該当する

もの

①救急自動車

②巡回診療又

  は患者の輸

送の用に供

する自動車

③血液事業の

用に供する

自動車

④救護資材の

  運搬の用に

供する自動

車

⑤前各号に掲

げる自動車

に類する自

動車で知事

の認めるも

の

車          種          別
年  税  額 （円）

自 家 用 営 業 用

乗              

用              

車

総 排 気 量

1.0㍑ 以下 25,000(29,500) 7,500

1.0㍑ 超  1.5㍑ 以下 30,500(34,500) 8,500

1.5㍑ 超  2.0㍑ 以下 36,000(39,500) 9,500

2.0㍑ 超  2.5㍑ 以下 43,500(45,000) 13,800

2.5㍑ 超  3.0㍑ 以下 50,000(51,000) 15,700

3.0㍑ 超  3.5㍑ 以下 57,000(58,000) 17,900

3.5㍑ 超  4.0㍑ 以下 65,500(66,500) 20,500

4.0㍑ 超  4.5㍑ 以下 75,500(76,500) 23,600

4.5㍑ 超  6.0㍑ 以下 87,000(88,000) 27,200

6.0㍑ 超 110,000(111,000) 40,700

ロータリー

エンジン

0.491×2

0.830×1

30,500(34,500)

30,500( -  )

8,500

8,500

0.573,0.654,0.655×2 36,000(39,500) 9,500

0.65×3 50,000(51,000) 15,700

電                     気 25,000(29,500) 7,500

貨                                

物                                

車

ト          

ラ          

䣹          

ク

最  大

積載量

１ｔ 以下 8,000 6,500

１ｔ 超    ２ｔ 以下 11,500 9,000

２ｔ 超    ３ｔ 以下 16,000 12,000

３ｔ 超   ４ｔ 以下 20,500 15,000

４ｔ 超  ５ｔ 以下 25,500 18,500

５ｔ 超   ６ｔ 以下 30,000 22,000

６ｔ 超    ７ｔ 以下 35,000 25,500

７ｔ 超    ８ｔ 以下 40,500 29,500

８ｔ 超  ９ｔ 以下 46,800 34,200

９ｔ 超  10ｔ 以下 53,100 38,900

10ｔ 超  11ｔ 以下 59,400 43,600

11ｔ 超  12ｔ 以下 65,700 48,300

12ｔ 超  13ｔ 以下 72,000 53,000

13ｔ 超   14ｔ 以下 78,300 57,700

14ｔ 超  15ｔ 以下 84,600 62,400

15ｔ 超  16ｔ 以下 90,900 67,100

16ｔ超(1tまで毎の加算額) 6,300 4,700

け ん 引 車
小      型 10,200 7,500

普      通 20,600 15,100

被    

け    

ん    

引    

車

小      型 5,300 3,900

最  大

積載量

８ｔ 以下 10,200 7,500

８ｔ 超    ９ｔ 以下 15,300 11,300

９ｔ 超    10ｔ 以下 20,400 15,100

10ｔ 超    11ｔ 以下 25,500 18,900

11ｔ 超    12ｔ 以下 30,600 22,700

12ｔ 超    13ｔ 以下 35,700 26,500

13ｔ 超    14ｔ 以下 40,800 30,300

14ｔ 超    15ｔ 以下 45,900 34,100

15ｔ 超    16ｔ 以下 51,000 37,900

16ｔ超(1tまで毎の加算額) 5,100 3,800

貨  

客  

兼  

用  

車

最  大

積載量

1t以下

1.0㍑ 以下 13,200 10,200

1.0㍑ 超    1.5㍑ 以下 14,300 11,200

1.5㍑ 超 16,000 12,800

電      気 13,200 10,200

最  大

積載量

1t超2t

以下

1.0㍑ 以下 16,700 12,700

1.0㍑ 超    1.5㍑ 以下 17,800 13,700

1.5㍑ 超 19,500 15,300

１．賦課期日

  ４月1日

２．納期

５月15日～31日

３．徴収方法

①普通徴収

②証紙徴収

新規登録等によ

り賦課期日後に

納税義務の発生

したもの    



税  目 納税義務者 課 税 標 準 等 税                       率 納   期   等

自動車税

（種別割）
車          種          別

年  税  額 （円）

自 家 用 営 業 用

バ             

ス

一般乗合用

・
学校用

乗車

定員

30人 以下 12,000 12,000

30人 超   40人 以下 14,500 14,500

40人 超   50人 以下 17,500 17,500

50人 超   60人 以下 20,000 20,000

60人 超   70人 以下 22,500 22,500

70人 超   80人 以下 25,500 25,500

80人 超 29,000 29,000

そ    

の    

他

乗車

定員

30人 以下 33,000 26,500

30人 超   40人 以下 41,000 32,000

40人 超   50人 以下 49,000 38,000

50人 超   60人 以下 57,000 44,000

60人 超   70人 以下 65,500 50,500

70人 超   80人 以下 74,000 57,000

80人 超 83,000 64,000

三輪の小型自動車 6,000 4,500

トラ䣹ク

に
準
ずる

特
種
用途車

で
最大積載量

が１

ｔ
以下

の

もの

又
は
最大積載量

の
定
めがないもの

ト

ラ

䣹

ク

車両重量

５ｔ 以下 8,000 6,500

５ｔ 超 ７ｔ 以下 11,500 9,000

７ｔ 超 ９ｔ 以下 16,000 12,000

９ｔ 超 11ｔ 以下 20,500 15,000

11ｔ 超  25,500 18,500

貨  

客  

兼  

用  

車

車両重量

５ｔ以下

1.0㍑ 以下 13,200 10,200

1.0㍑ 超1.5㍑ 以下 14,300 11,200

1.5㍑ 超 16,000 12,800

電      気 13,200 10,200

5t超7t以下 1.5㍑ 超 19,500 15,300

7t超9t以下 1.5㍑ 超 24,000 18,300

9t超11t以下 1.5㍑ 超 28,500 21,300

11t超 1.5㍑ 超 33,500 24,800

キ

䣺

ン

ピ

ン

グ

車

総 排 気 量

1.0㍑ 以下 20,000(23,600)

1.0㍑ 超 1.5㍑ 以下 24,400(27,600)

1.5㍑ 超 2.0㍑ 以下 28,800(31,600)

2.0㍑ 超 2.5㍑ 以下 34,800(36,000)

2.5㍑ 超 3.0㍑ 以下 40,000(40,800)

3.0㍑ 超 3.5㍑ 以下 45,600(46,400)

3.5㍑ 超 4.0㍑ 以下 52,400(53,200)

4.0㍑ 超 4.5㍑ 以下 60,400(61,200)

4.5㍑ 超 6.0㍑ 以下 69,600(70,400)

6.0㍑ 超 88,000(88,800)

＜注1＞  自家用乗用車及びキャンピング車の（ ）内は、令和元年

         9月30日以前に初回新規登録を受けたものの税率

＜注2＞  特種用途車（トラックに準ずるもの（けん引車、被けん引車

         を除く。）で最大積載量が１ｔ以下のもの又は最大積載量の

         定めがないものを除く。）の年税額は、主たる構造区分により

         得た額

鉱区税 鉱業権者 鉱区の面積 １．砂鉱以外の鉱業権の鉱区

①試掘鉱区 100aごと 年額200円

  ②採掘鉱区 100aごと 年額400円

  ※石油又は可燃性天然ガスの鉱区の場合、上記税率の２／３

２．砂鉱を目的とする鉱業権の鉱区

100aごと 年額200円

１．賦課期日

  ４月1日

２．納期

  ５月15日～

31日

３．徴収方法

  普通徴収



税  目 納税義務者 課 税 標 準 等 税                       率 納   期   等

固定資

産税

(特例)

大規模償却

資産の所有

者

大規模の償却資

産の価格のうち

市町村が課すこ

とのできる固定

資産の課税標準

となるべき金額

を超える部分の

金額

1.4％ １．賦課期日

  1月1日

２．納期

①７月15日～31日

②10月15日～31日

３．徴収方法

  普通徴収

狩猟税 狩猟者の登

録を受ける

者

１．第一種銃猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で下記２に規定する

以外の者……………………………………………16,500円(8,200円)

２．第一種銃猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で、

当該年度の県民税の所得割を納付しないでよい者のうち、控除対象

配偶者又は扶養親族に該当する者(農業、水産業、林業に従事して

いるものを除く｡)以外の者………………………11,000円(5,500円)

３．網・わな猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で下記４に規定する

以外の者……………………………………………8,200円(4,100円)

４. 網・わな猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で、

当該年度の県民税の所得割を納付しないでよい者のうち、控除対象

配偶者又は扶養親族に該当する者(農業、水産業、林業に従事して

いるものを除く｡)以外の者………………………5,500円(2,700円)

５.第二種銃猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者

…………………………………5,500円(2,700円)

※平成27年4月1日から令和11年3月31日までの間における狩猟者

登録に係る減免措置

・許可捕獲者が受ける狩猟者登録は（  ）内の特例税率。

・対象鳥獣捕獲員が受ける狩猟者登録及び認定鳥獣捕獲等事業者の

従事者が受ける狩猟者登録は、課税免除。

１．賦課期日

  狩猟者の登録を

受ける日

２．納期

  狩猟者の登録を

受ける日

３．徴収方法

  証紙徴収

普通徴収

  


